
重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

｢イクボス｣推進事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

戦略プロジェクト

1,800

(1,900)

職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の両

立)を考え、多様な働き方を積極的に支援するため、管理職養成講座の開催や、

宮崎市イクボス同盟の周知を図ります。

○事業の概要

・イクボス養成講座・フォーラムの開催

・宮崎市イクボス同盟の情報発信

母子家庭等自立支援

給付金事業

福祉部

〈子育て支援課〉

60,000

(47,000)

ひとり親世帯の父・母の就業に結びつきやすい資格の取得を促進するため、

職業訓練講座等の受講料の一部を助成します。

また、修業期間が1年以上の養成機関で修業する場合に、高等職業訓練促進

給付金を支給します。

さらに、ひとり親世帯の父・母や子の学び直しを支援するため、高等学校卒

業程度認定試験合格講座受講修了後等に、受講料の一部を助成します。

○給付の内容

・自立支援教育訓練給付金

①雇用保険制度の一般教育訓練給付金の受給資格のない者

講座受講料個人負担分の60％(上限200,000円、下限12,000円)

②雇用保険制度の一般教育訓練給付金の受給資格のある者

①に定める額から一般教育訓練給付金の支給額を差し引いた額

・高等職業訓練促進給付金

月 額 100,000円(課税世帯は70,500円)

対象資格 看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、准看護師ほか

対象期間 全修業期間(上限3年)

・修了支援給付金

高等職業訓練の修了時 50,000円(課税世帯は25,000円)

・高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

高等学校卒業程度認定試験合格講座受講修了後 受講費用の20％

高等学校卒業程度認定試験合格後 受講費用の40％

合計 受講費用の60％(上限150,000円)

母子家庭等

就業・自立支援事業

福祉部

〈子育て支援課〉

2,170

(2,170)

ひとり親世帯や寡婦の経済的自立を促進するため、就業に繋がりやすい資格

を習得できる講習会等を実施します。また、ひとり親世帯の父母等が抱える悩

みを解消するため、弁護士による特別相談事業を実施します。

○主な事業内容

・就業支援講習会(ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ﾌﾟﾗﾝﾅｰ講座、医療事務管理士資格取得講座等)

・特別相談事業 弁護士による相談(月1回)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

女性農業者組織活動

支援事業

農政部

〈農政企画課〉

654

(654)

女性農業者の経営への参画促進や女性の視点を生かした地域農業の活性化を

図るため、女性農業者で組織する「ＰＡＭ」(会員数80人)の活動費の一部を助

成します。

○主な事業内容

・先進地調査、講演会、各支部活動等に要する費用の一部を助成

※ＰＡＭ・・・Power Agriculture Miyazaki･Mama･Ms.

ＳＡＰ会議活動支援

事業

農政部

〈農政企画課〉

1,683

(1,374)

青年農業者の資質向上と、将来の本市農業のリーダーとなる担い手の育成を

図るため、青年農業者で組織する「宮崎市ＳＡＰ会議」(会員数48人)の活動を

支援します。

○主な事業内容

・宮崎市ＳＡＰ会議運営補助 1,062

・全国青年農業者会議等派遣補助 158

・橿原市農業後継者技術交換会開催補助 352

人・農地プラン推進

事業

農政部

〈農政企画課〉

1,704

(1,732)

農業の担い手の高齢化や後継者不足など、地域における人と農地の問題を解

決し、持続可能な力強い農業の実現を図るため、地域・集落での話し合いを通

して、地域農業の方向性や中心経営体の位置付けなど、地域農業の未来の設計

図を「人・農地プラン」として作成します。

また、中心経営体の一つである集落営農集団の組織化・法人化に必要な登記

費用等を助成します。

○事業内容

・検討会委員報償費 96

・事業推進費等 808

・集落営農集団の組織化及び法人化支援 800

農地施設等補助債務

管理費

農政部

〈農政企画課〉

5,287

(5,390)

農業経営の安定・健全化に資するため、施設整備等の事業に取り組んだ農業

者等に対し、費用の一部を助成します。

○事業内容

・新規就農者入植団地整備事業(Ｈ26～Ｈ27) 5,287

中古ハウス再利用

支援事業

農政部

〈農政企画課〉

8,400

(8,400)

中古ハウスの有効な利活用と認定農業者の経営の規模拡大等を支援するた

め、中古ハウス整備に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 認定農業者

・補助内容 中古ハウス整備費

・補 助 率 1/2以内(上限額2,100千円/10a×20a×1/2)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

強い農業・担い手

づくり総合支援事業

(融資主体補助型)

農政部

〈農政企画課〉

9,999

適切な「人・農地プラン」において中心経営体に位置付けられた意欲ある農

業者等の経営の規模拡大や多角化を支援するため、農業用機械や施設の導入に

要する費用の一部を助成します。(旧経営体育成支援事業)

○事業内容

・補助内容 農業用機械等の整備に要する費用

・補 助 率 事業費の1/3以内

(上限額 3,333千円 国3/10以内、市1/30以内)

農業振興地域整備

促進事業

農政部

〈農政企画課〉

513

(497)

宮崎市農業振興地域整備計画(土地利用計画、土地基盤整備計画等)に基づき、
優良農地の確保と土地利用に関する調整を行います。

○主な事業内容
・嘱託職員による巡回調査
・優良事例や法制度等の研修参加
・土地利用計画の変更

農地中間管理事業

農政部

〈農政企画課〉

16,460

(23,370)

担い手への農地の集積・集約化を円滑に進めるため、農地中間管理機構が行

う業務の一部を受託し、各地域での農地集積に向けた取組を支援します。

また、農業をリタイアする農業者等が担い手に農地を集積した際に協力金を

交付します。

○事業内容

・機構集積協力金 14,840

・農地集積推進事業費 1,620

農地集積担い手支援

事業

農政部

〈農政企画課〉

戦略プロジェクト

8,300

(8,300)

農地集積を促進するため、新たに集積された農地の受け手となった担い手に

対し、農地の維持管理に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助額 新たに集積された農地10a当たり10千円

６次産業化支援事業

農政部

〈農政企画課〉

戦略プロジェクト

2,000

(1,600)

農林漁業者の所得向上を図るため、６次化商品の商品開発や販路拡大等の取

組を支援します。

○事業内容

・補助対象 ６次産業化に取り組む農林漁業者及び団体

・補助内容 ６次産業化の取組に係る新商品の開発、販路開拓、機械等の整

備に要する費用の一部助成

・補 助 率 1/2以内(上限額400千円/件)

みやＰＥＣ推進機構

運営事業

農政部

〈農政企画課〉

22,700

(22,700)

本市及びその周辺地域の農林水産物をはじめとする豊かな地域資源を有効に

活用し、官民一体となった農商工連携や６次産業化の取組により、地域経済の

活性化、産業振興に寄与する目的で設立された(一社)みやＰＥＣ推進機構の運

営を支援します。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・事業内容 事務局運営に係る人件費及び事務費の一部助成

・補 助 率 定額
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎市版６次産業化

実現事業

農政部

〈農政企画課〉

4,000

(4,000)

宮崎市を一つの経営体とみなし、生産・加工・市外への販売が市内で完結で

きる仕組み「宮崎市版６次産業化」の実現を図るため、(一社)みやＰＥＣ推進

機構がコーディネートして開発する新商品の製造及び販路開拓等を支援しま

す。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・事業内容 新商品の開発・販路開拓等

・補 助 率 定額

宮崎市ふるさと

農産物加工センター

等指定管理料

農政部

〈農業振興課〉

14,130

(14,000)

農畜産物の加工及び特産品の創作等の奨励や農村生活の改善を図るため、指

定管理者による農産物加工施設の運営及び維持管理を行います。

○事業内容

・対象施設 ふるさと農産物加工センター(瓜生野)

(3施設) 那珂地区農業構造改善センター農産加工実習室(佐土原)

清武ふるさと農産物加工センター(清武)

・指定管理者 宮崎中央農業協同組合

・指定期間 平成29年4月～平成34年3月

茶組織強化対策支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

626

(626)

茶の生産振興と農家所得の向上を図るため、市内の茶生産者により組織する

宮崎市茶業協議会に対し、活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市茶業協議会

(宮崎市・清武町茶業振興会、田野町茶業振興会、

高岡町茶業振興会)

・補助内容 運営費補助(ＰＲ活動費など)

たばこ産地応援事業

農政部

〈農業振興課〉

759

(777)

葉たばこの安定生産、品質向上を図るとともに、葉たばこ生産組織を育成す

るため、組織の運営及び黄斑えそ病対策に要する経費の一部を助成します。

(平成30年4月1日現在)

環境保全型農業直接

支払交付金事業

農政部

〈農業振興課〉

7,705

(8,704)

環境保全に効果の高い営農活動を推進するため、地球温暖化防止や生物多様

性保全に効果の高い取組を行う農業者等を支援します。

○事業内容

環境保全型農業直接支払交付金 7,205

・補助対象 国際水準ＧＡＰを実施する販売目的の農業者のグループ

・補助内容 化学肥料・化学農薬を5割以上低減する取組と地球温暖化防止

や生物多様性保全に効果の高い取組をあわせて行う農業者

グループへの助成

・補 助 率 県3/4(国1/2含む)以内、市1/4以内

環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業 500

・実施主体 市町村

・取組内容 環境保全型農業の広報、農業者団体からの計画書並びに交付

申請受付、農業者団体の推進活動指導など

・補 助 率 県(国)10/10以内

補助対象 人数(戸) 作付面積(ha)

宮崎市たばこ耕作振興会 30 56

南宮崎たばこ耕作振興会 45 82

田野町たばこ耕作振興会 63 138

合 計 138 276
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

目指せ！日本一

茶産地育成支援事業

農政部

〈農業振興課〉

2,234

(3,340)

日本一の茶産地を目指すため、茶の高品質化や害虫の防除に使用する資機材

などの導入や、茶の苗木を新植するために必要な費用の一部を助成します。

また、品評会等への出品者や入賞者に対し報奨金の交付を行います。

○主な事業内容

宮崎市産茶生産力アップ事業

・補助対象 宮崎市茶業協議会

・補助内容

・補 助 率 1/3以内

宮崎市産茶高付加

価値化推進事業

農政部

〈農業振興課〉

206

(206)

農産物の付加価値を高める第三者認証等の資格取得や高品質茶の生産拡大に

取り組む生産者を支援するため、活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市茶業協議会、3戸以上で構成する営農集団

・補助内容 研修活動(メンテナンス、輸出・品質向上)の支援

・補 助 率 県1/2以内

園芸組織強化対策

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

2,100

(2,100)

債務H31～H32

{700}

野菜、果樹及び花き園芸の振興を図るため、市内の園芸農家により組織する

宮崎市園芸振興協議会に対し、活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

・補助内容 園芸作物のＰＲ及び消費宣伝活動

農産物展示品評会

先進地調査研修など

施設園芸用ハウス

整備支援事業

農政部

〈農業振興課〉

戦略プロジェクト

40,000

(40,000)

農家の高齢化や施設園芸用ハウスの老朽化等により経営面積や生産量が減少

傾向にある産地の強化を図るため、宮崎中央農業協同組合が取り組むハウスの

整備費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央農業協同組合

・補助内容 ＡＰハウス２号改良型の新設又は更新

・補 助 額 1,000千円/10ａ(定額)

取組内容 補助の対象となる経費

茶の高品質化に

有効な資機材の導入

寒冷紗巻取機の導入に要する費用

※寒冷紗…茶樹を被覆する遮光性の布

生物農薬の活用 有機栽培でも使用可能な農薬(茶を食べるダニ

を捕食する茶を食べないダニなど)の購入費用

チャトゲコナジラミ

の蔓延防止

品質低下の原因となる害虫(チャトゲコナジラ

ミ)を防除するための農薬の購入費用

高品質肥料の活用 液肥、油粕などの高品質な肥料の購入費用
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざきの園芸産地

強化支援事業

農政部

〈農業振興課〉

40,200

(33,900)

本市の基幹産業である施設園芸の生産基盤を強化し、生産量の増加及び生産

者の経営安定を目指すとともに、施設園芸における生産コスト削減や環境負荷

の軽減を図るため、生産性の向上や省力化等に資する資機材の導入に要する費

用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

・補助内容 ヒートポンプ、ハウス内循環扇、炭酸ガス発生装置、

頭上かん水装置など

・補 助 率 1/3以内

露地作物産地強化

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

戦略プロジェクト

2,500

(2,800)

露地作物生産現場における労働力不足の解消を図るため、共同利用の農業用

資機材等の導入や有望品目・品種の実証・検討及びＩＣＴ導入に向けた調査・

研究に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

土地利用型農業産地拡大事業 1,700

・補助対象 宮崎中央農業協同組合、営農集団

・補助内容 共同利用の農業用資機材など

・補 助 率 1/3以内

野菜新産地育成事業 800

・補助対象 宮崎中央農業協同組合、営農集団

・補助内容 実証展示ほ・ＩＣＴ導入実証ほ設置、試験栽培、

先進地調査など

・補 助 率 1/2以内

さといも産地構築

事業

農政部

〈農業振興課〉

701

疫病の発生により生産量が減少した「さといも」を再び日本一の産地へと構

築するため、疫病の予防や防除に有効な薬剤等の購入費用の一部を助成します。

○事業内容

新たに挑む！さといも日本一産地構築事業

・補助対象 地域ぐるみで防除対策に取り組む営農集団等

・補助内容 ジーファイン水和剤、アミスター２０フロアブルなど

・補 助 率 県1/6以内、市1/6以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ＩＣＴ活用型農業

モデル確立事業

農政部

〈農業振興課〉

戦略プロジェクト

1,000

(1,000)

複合環境制御システムの導入効果の検証や、技術確立に向けた取組を行う生

産者を支援するため、その費用の一部を助成します。

あわせて、ＩＣＴを活用した技術の普及を担う人材育成を支援します。

○事業内容

・補助対象 複合環境制御システムを導入している生産者で構成する団体

・補助内容 データ分析・検証委託、視察研修に係る費用など

・補 助 額 1,000千円(定額)

みやざき特産果樹

産地確立事業

農政部

〈農業振興課〉

戦略プロジェクト

6,238

(5,695)

放任園の解消や園地の集積、担い手の育成などを効果的に進めるため、関係

機関と連携し、園地台帳や品目毎の意向調査を踏まえた宮崎中央地域の産地ビ

ジョンを作成します。

また、産地ビジョンに基づき、本市の果樹の振興を図るため、安全・安心で

高品質な果樹生産に資する優良品目・品種の苗木や省力化機械等の導入費用の

一部を助成します。

○事業内容

みやざき特産果樹産地サポート事業 4,000

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会果樹部会

・補助内容 果樹苗木、遮光設備、電動剪定ばさみ

・補 助 率 苗木導入1/2以内、その他の資機材1/3以内

イノベーションで未来を開く産地経営体育成事業 2,238

・補助対象 営農集団

・補助内容 冷蔵庫、加湿機

・補 助 率 県1/3以内、市1/6以内

みやざきの花産地

強化支援事業

農政部

〈農業振興課〉

1,542

(2,166)

高品質で競争力のある市内産花きの生産力を強化するため、生産性の向上に

資する資機材等の導入に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会花き部会

・補助内容 遮光資材、ＬＥＤ電球など

・補 助 率 1/3以内

優良牛ブランド産地

育成対策事業

農政部

〈農業振興課〉

21,100

(21,390)

宮崎牛のブランド産地の確立を図るため、優良な繁殖用雌子牛の導入・保留

のほか、高齢母牛等を更新する農家を支援します。

また、畜産農家の経営実態調査等の基礎的な調査を行います。

○主な事業内容

宮崎中央農業協同組合が開催する品評会で優秀と認められた繁殖用雌子牛

を導入・保留した場合の助成を実施。

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

・補 助 額 優等：7万円/頭、1等・育種価：5万円/頭

上記事業とあわせて、満10歳以上の繁殖用高齢母牛等を肉牛として処分を

行った場合の上乗せ補助を実施。

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

・補 助 額 5万円/頭
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

和牛枝肉価格安定

対策事業

農政部

〈農業振興課〉

4,725

(8,000)

市内の肥育農家の経営安定を図るため、肥育牛を市場に出荷した月において

国の「肉用牛肥育経営安定特別対策事業(牛マルキン)」が発動され、生産費と

粗収益の差額が5万円以上となった場合に、生産費の一部を助成します。

また、牛マルキンへの加入に必要な生産者積立金の一部を助成します。

○事業内容

・事業主体 宮崎中央農業協同組合など

・補助対象 (1)牛マルキン生産者積立金 2,225

(2)牛マルキン補てん残の上乗せ助成

肥育農家 2,000

肥育センター 500

・補 助 率 (1)1/2以内

(2)肥育農家 1/2以内

肥育センター 1/4以内

畜産振興組織支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

1,500

(1,500)

本市の畜産振興を図るため、市内の畜産農家により組織する宮崎市畜産振興

連合会に対し活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

(構成員内訳：肉用牛439人、酪農5人 養豚5人、養鶏20人 計469人)

・補助内容 連合会運営費の助成

・補 助 額 1,500千円(定額)

畜産共進会事業

農政部

〈農業振興課〉

1,082

(840)

家畜改良の促進と生産意欲の向上を図るため、各種共進会出品者に対する出

品経費の一部助成や優良農家の表彰を行います。

また、宮崎県畜産共進会や宮崎中央畜産共進会の開催経費の一部を負担しま

す。

○主な事業内容

・賞賜金 宮崎県畜産共進会 肉用種種牛の部

乳用種種牛の部

枝肉の部

子牛品評会(年10回開催)

・負担金 宮崎県畜産共進会、宮崎中央畜産共進会

受精卵移植活用推進

事業

農政部

〈農業振興課〉

1,290

(1,300)

産地間競争に勝てる優良系統牛の確保と乳用牛群の資質向上のため、優良牛

の受精卵移植等に取り組む団体に対し、費用の一部を負担又は助成します。

○事業内容

・宮崎中部地区受精卵移植推進協議会への負担金 900

・宮崎中央農業協同組合酪農部会への補助 390

(受精卵移植費、性判別精液授精費)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域で挑む

宮崎牛産地力向上

事業

農政部

〈農業振興課〉

707

(172)

平成34年度開催予定の全国和牛能力共進会において、宮崎中央産の牛が日本

一に貢献することを目指すとともに、家畜改良の促進と生産者(特に若手生産

者)のさらなる生産意欲の向上を図るため、関係者により組織する協議会が行う

活動の経費を一部負担します。

○事業内容

・取組主体 地域で挑む全共対策協議会

・取組内容 優れた飼養管理や手入れの方法などの技術を習得するための

研修会や視察研修の開催、出品対策助成

地域で取り組む

種雄牛育成事業

農政部

〈農業振興課〉

4,500

(5,000)

肥育農家の経営安定を図るとともに、種雄牛の能力を早期に判明させ、次世

代を担うスーパー種雄牛を宮崎中央管内産より輩出するための取組に対し、費

用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 地域で取り組む種雄牛育成協議会

・補助内容 協議会が選定した宮崎中央管内の種雄牛による種付助成や

その種雄牛産子を自家保留又は導入した場合の助成

・補 助 額 定額

種付け協力助成金 5千円/頭

産子自家保留助成金 25千円/頭

産子導入助成金 50千円/頭

※ただし、ＪＡ肥育センターが産子導入した場合は1/4

家畜自衛防疫対策

強化事業

農政部

〈農業振興課〉

7,584

(7,584)

家畜伝染病を未然に防止し、家畜防疫のより一層の徹底を図るため、畜産農

家に対し消毒剤の配付や防疫に関する情報の提供を行うとともに、自衛防疫推

進協議会の活動経費等の一部を負担又は助成します。

○事業内容

・消毒剤(消石灰等)の配付 6,515

鳥インフルエンザ対策

口蹄疫などの家畜伝染病対策

・チラシ印刷 84

・情報伝達事業 344

・中部自衛防疫推進協議会負担金 600

・宮崎市自衛防疫推進協議会補助金 41
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

畜産施設整備支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

6,166

(6,166)

飼養頭羽数の増加、作業の安全と省力化及び農場衛生環境の向上を図るため、

畜産農家の行う畜舎の整備に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

・補助内容 分娩監視装置、スタンチョン、換気扇、堆肥盤等、

畜舎施設整備(新築・改築・増築)

・補 助 率 1/3以内

埋却地環境保全事業

農政部

〈農業振興課〉

20

(20)

家畜伝染病等により殺処分された家畜の埋却地周辺の水質環境を監視すると

ともに、地域住民の生活の安全・安心を確保するため、地下水等のモニタリン

グ調査を実施します。

○事業内容

・モニタリング調査(地下水水質検査など)

鳥インフルエンザ埋却地(平成26年度発生分) 年2回(2か所)

米の需給調整推進

事業

農政部

〈農業振興課〉

11,500

(11,500)

需給バランスの取れた米の生産を推進するため、農政推進委員、集落、農政

推進委員協議会等に対し、活動費の一部を助成します。

経営所得安定対策

推進事業

農政部

〈農業振興課〉

14,000

(17,784)

米等の土地利用型農業の経営体の経営安定のため、宮崎中央地域農業再生協

議会が行う水田フル活用ビジョンの作成・周知や経営所得安定対策等の運営に

必要な経費を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央地域農業再生協議会

・補 助 率 県(国)10/10以内

野生鳥獣被害防止

総合対策事業

農政部

〈森林水産課〉

1,574

(1,574)

野生鳥獣による農林作物の被害軽減を図るため、電気柵の購入に要する費用

の一部を補助し、被害防止対策を推進します。

○主な事業内容

・電 気 柵 イノシシ用2段、シカ用4段 28基

・補助対象 農林家

・補 助 率 県及び市 2/3以内

助

成

対

象

地 域
農政推進

委員数(人)

集落数

(集落)
組 織 名

宮 崎 223 293

大宮、檍、大淀、赤江、木花、

青島、住吉、生目、北地区

農政推進委員会

佐土原 63 65
宮崎市佐土原町水田営農対策

協議会

田 野 53 61 田野新地域営農推進協議会

高 岡 46 46 高岡町農政推進委員会

清 武 28 28 清武地区農政推進委員会

計 413 493
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

野生鳥獣被害防止

組織支援事業

農政部

〈森林水産課〉

8,495

(10,000)

宮崎 7,339

清武 1,156

野生鳥獣による農林作物の被害軽減を図るため、有害鳥獣捕獲班による捕獲

活動を支援します。

○主な事業内容

・補助対象 宮崎市有害鳥獣駆除対策協議会

佐土原町有害鳥獣対策協議会

田野町有害鳥獣駆除対策協議会

高岡町有害鳥獣被害防止対策協議会

清武町有害鳥獣駆除対策協議会

地域で取り組む

野生鳥獣対策事業

農政部

〈森林水産課〉

1,200

(1,300)

鳥獣被害に強い集落づくりのため、住民自らが実施する研修会の開催や追い

払い等の活動を支援し、鳥獣による農林作物の被害軽減を図ります。

○事業内容

・補助対象 生目地区野生猿対策組合

田野北地区野生猿対策組合

高浜地区野生猿対策組合

木花地区有害鳥獣被害防止対策委員会

青島・内海地区有害鳥獣等対策協議会

仁田尾地区有害鳥獣対策組合

一里山地区野生猿対策組合

的野地区有害鳥獣対策組合

伊勢ノ原地区有害鳥獣対策組合

八重地区鳥獣害対策組合

野生鳥獣被害対策

強化パトロール事業

農政部

〈森林水産課〉

戦略プロジェクト

20,600

(20,600)

野生鳥獣による農林作物の被害軽減及び市民生活の安全を確保するため、各

地域にパトロール隊を配置し、生活環境の保全に努めます。

○主な事業内容

・追い払い、情報提供、死亡野鳥の回収、農林家への指導

・委 託 先 宮崎中央森林組合

・監視区域 生目、木花・青島、田野、高岡

○新
狩猟免許取得促進

事業

農政部

〈森林水産課〉

925

狩猟者を確保し、野生鳥獣による農林作物被害を軽減するため、狩猟免許試

験費用等の一部を助成します。

○事業内容

・第一種銃猟免許 73,600円×16人

・わな猟免許 7,000円×30人

・補 助 率 県及び市 2/3以内

漁業経営安定化緊急

対策事業

農政部

〈森林水産課〉

9,000

(9,200)

漁業経費の負担を軽減するため、漁船保険料の一部を補助し、漁業経営の安

定を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎市に住所を有する市内漁協組合員で漁船保険料を支払う者

・補 助 率 漁業者が支払う保険料の30％以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

つくる漁業振興事業

農政部

〈森林水産課〉

1,977

(2,000)

「獲る漁業」から「つくり育てる漁業」への転換を推進するため、ヒラメや

イセエビ等の種苗放流を実施し、資源の保護増殖を推進します。

○事業内容

・稚魚等購入費 1,583

クエ稚魚 730尾、イセエビ 170㎏、

ヒラメ稚魚 5,850尾

・中間育成施設管理費 60

・(一財)宮崎県水産振興協会負担金 334

内水面漁業振興支援

事業

農政部

〈森林水産課〉

2,750

(2,750)

宮崎 2,350

清武 400

内水面資源の保護増殖及び河川環境に対する市民意識の高揚を図るため、ア

ユ、シジミ等の稚魚・稚貝の放流のほか、親水イベントへの支援等を行います。

○事業内容

・稚魚・稚貝等放流事業 2,350

アユ 320㎏、シジミ 840㎏

ハマグリ 120㎏

・加江田川潮干狩り大会補助 300

・河川環境改善支援事業補助 100

漁業経営向上支援

事業

農政部

〈森林水産課〉

6,365

(6,700)

操業の合理化、省力化や航行の安全を確保するため、機器装備の導入費用の

一部を支援し、経営の向上を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎市内の漁協組合員で、市内に住所を有する者

・補 助 率 機器整備に要する経費の1/2以内

・主な機器 自動操舵システム、ＧＰＳプロッタ、カラー魚探 など

県営漁港整備事業

農政部

〈森林水産課〉

30,500

(21,000)

老朽化が進んでいる漁港の機能の維持回復を図るため、補修工事や航路浚渫

等を行い、適正な施設整備に努めます。

○事業内容

富田漁港 (航路泊地浚渫・物揚場防食工) 3,500

・総事業費 70,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、新富町 5％、市 5％

青島漁港 (航路泊地浚渫) 10,000

・総事業費 100,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (護岸補強工) 1,000

・総事業費 10,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港海岸 (老朽化対策) 3,000

・総事業費 30,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

野島漁港 (岸壁補強工) 8,000

・総事業費 80,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

野島漁港 (航路泊地浚渫) 5,000

・総事業費 50,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

漁協信用事業譲渡

資金利子助成事業

農政部

〈森林水産課〉

297

(327)

漁業者の経営に不可欠な漁業協同組合の機能維持、基盤強化を図るため、信

用事業譲渡の際に資金を借り入れた漁協に対する利子助成を行い、漁協の経営

安定を図ります。

○事業内容

・基盤強化資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・経営改善資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・運転資金利子助成 (利子助成率 0.40％以内)

ちりめん加工施設

改修支援事業

農政部

〈森林水産課〉

8,300

(8,000)

｢宮崎ちりめん｣ブランドの維持及び漁協の経営安定を図るため、宮崎漁業協

同組合が所有するちりめん加工施設修繕費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎漁業協同組合

・補 助 率 1/3以内

湛水防除施設管理費

農政部

〈農村整備課〉

24,800

(22,500)

排水機場の機器故障等の予防保全と長寿命化を図るため、6施設の定期点検業

務等を行います。

○対象施設

宮崎 21,840 佐土原 2,960

湛水防除施設改修

事業

農政部

〈農村整備課〉

4,750

(5,000)

集中豪雨等による増水時の湛水被害の軽減を図るため、適正な運転が行えるよ

う、排水ポンプ場のポンプ施設、各補機類等の修繕を行います。

○地区別予算

宮崎 3,166 佐土原 1,584

農道・水路維持事業

農政部

〈農村整備課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

15,850

(15,490)

宮崎 13,300

清武 2,550

農道や水路等の維持管理のため、その補修や原材料の支給等を行います。

○事業概要

宮崎 6,200 佐土原 2,000 田野 3,500 高岡 1,600 清武 2,550

施設名 完成 能力(㎥/Ｓ) 集水面積(ha)

蛎原排水機場(宮崎) Ｓ57 20 1,020

正蓮寺排水機場(宮崎) Ｓ57 4 352

山下排水機場(宮崎) Ｈ 7 2.67 112

金崎排水機場(宮崎) Ｈ10 6 238

天神排水機場(佐土原) Ｓ63 15 700

二ツ立排水機場(佐土原) Ｈ元 9 600

事業箇所 概要

大瀬町２(宮崎)(エコ関連) 農道整備 Ｌ＝60ｍ Ｗ＝3.0ｍ

市内全域 原材料支給等
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農道橋定期点検事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

高岡総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

5,900

(4,195)

宮崎 3,000

清武 2,900

農道橋の落橋事故防止及び長寿命化のため、定期点検を行います。

○事業概要

宮崎 1,500 佐土原 1,000 高岡 500 清武 2,900

農村地域防災減災

事業

農政部

〈農村整備課〉

72,000

(51,000)

自然災害による緊急事態に備え、地域住民の暮らしの安全確保と効果的な防

災・減災対策を図るため、農業用ため池のハザードマップを作成します。

また、国の補助を活用したため池整備を行うため、事業計画概要書作成や調

査を行います。

(負担割合 国100％)

○事業概要

市単独土地改良事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

田野総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

13,430

(17,560)

宮崎 11,780

清武 1,650

農業経営の合理化及び農業生産力を向上させるため、土地改良区等が管理す

る施設で、各種制度事業に該当しない小規模な整備・補修や緊急を要する整備・

補修に対し、費用の助成を行います。

(負担割合 市70％：地元30％)

○地区別予算

宮崎 7,500 佐土原 2,760 田野 1,520 清武 1,650

地区 橋名 架設年次 橋長(ｍ) 幅員(ｍ)

宮崎

平田橋 1997 16.74 3.00

高蝉橋 1977 16.74 2.05

下中尾橋 2002 17.45 5.05

佐土原 堤川歩道橋 2011 18.70 3.00

高岡 たつばみ１号橋 不明 15.10 3.00

清武 沓掛跨道橋 2012 65.50 3.00

事業箇所 概要

下大迫池ほか29池(宮崎) ハザードマップ作成 Ｎ＝30か所

中池(宮崎) 計画概要書作成 Ｎ＝1式

スダキ池(宮崎) 計画概要書作成 Ｎ＝1式
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業施設維持管理

適正化事業

農政部

〈農村整備課〉

65,520

(54,330)

債務H31～H35

{13,200}

排水ポンプ場等の農業用施設の安定した管理と長寿命化のため、全国土地改

良事業団体連合会の土地改良施設維持管理適正化事業交付金を活用し、整備や

更新を行うほか、事業費の拠出等を行います。

(負担割合 国30％：県30％：市40％)

○事業概要

・事業費 50,000

5排水ポンプ場において、整備や更新を行います。

宮崎 30,000 佐土原 20,000

・拠出金 14,220

本事業における市負担分を、宮崎県土地改良事業団体連合会に5年分割で

拠出します。

宮崎 8,940 佐土原 5,280

・補助金(補助率 10％) 1,300

土地改良区等が実施する本事業に対し、助成を行います。

宮崎 800 佐土原 500

施設名 概要

蛎原排水機場(宮崎) 自家用発電機・吐出弁オーバーホール

山下排水機場(宮崎) 主ポンプ・吐出弁オーバーホール

正蓮寺排水機場(宮崎) エンジンオーバーホール

天神排水機場(佐土原) 減速機オーバーホール

二ツ立排水機場(佐土原) エンジンオーバーホール

加入年度 施設名 拠出金額 加入年度 施設名 拠出金額

Ｈ27

山 下 600

Ｈ30

二ッ立 600

金 崎 600 天 神 540

天 神 600 蛎 原 600

蛎 原 600 蛎 原 600

二ッ立 300

Ｈ31

正蓮寺 600

Ｈ28

二ッ立 840 正蓮寺 1,200

山 下 600 二ッ立 600

金 崎 600 天 神 600

Ｈ29

蛎 原 840

事務費

蛎 原 300

天 神 600 山 下 300

金 崎 1,200 天 神 300

二ッ立 300

正蓮寺 300

加入年度 団体名 概要 補助額

Ｈ27 大淀川右岸土地改良区(宮崎) 管水路漏水補修 400

Ｈ29 一ツ瀬川筋土地改良区(佐土原) 用水路改修 500

Ｈ31 宮崎市北土地改良区(宮崎) ポンプ補修 400
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農道整備事業

(市単独)

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

田野総合支所

高岡総合支所

〈農林建設課〉

123,180

(144,480)

農産物の輸送の効率化及び農村地域の生産環境の改善を図るため、県補助事

業に該当しない農道の整備を行います。

○事業概要

・市単農道整備事業 (負担割合 市100％) 114,480

宮崎 85,500 佐土原 6,500 田野 15,380 高岡 7,100

・市道編入整備事業 (負担割合 市100％) 1,700

農道を市道に編入するため、市道認定基準を満たすよう調査、整備を行い

ます。

・農道簡易舗装事業 (負担割合 市100％) 7,000

市街化区域外の里道で、関係住家戸数が2戸以上、幅員2ｍ以上、占用物

件等の支障がない里道の整備を行います。

農地耕作条件改善

事業(基盤整備)

農政部

〈農村整備課〉

30,000

(6,000)

維持管理費の軽減や農業経営の安定のため、松井用水路の未改修区間の整備

を行います。

(負担割合 国50％：県15％：市35％)

○事業概要

事業箇所 概要

阿波岐原竹割(宮崎) 農道整備 Ｌ＝150ｍ Ｗ＝6.0ｍ

江田山崎(宮崎) 農道整備 Ｌ＝200ｍ Ｗ＝4.6ｍ

広原下大迫(宮崎) 農道整備 Ｌ＝120ｍ Ｗ＝4.6ｍ

吉野(宮崎) 農道整備 Ｌ＝100ｍ Ｗ＝4.6ｍ

田吉(宮崎) 測量設計 Ｌ＝180ｍ Ｗ＝4.6ｍ

六田(宮崎)(エコ関連) 農道整備 Ｌ＝185ｍ Ｗ＝4.6ｍ

大瀬町４(宮崎)(エコ関連) 農道整備 Ｌ＝170ｍ Ｗ＝4.6ｍ

大瀬町３(宮崎)(エコ関連) 農道整備 Ｌ＝110ｍ Ｗ＝4.6ｍ

大瀬町７(宮崎)(エコ関連) 農道整備 Ｌ＝250ｍ Ｗ＝4.6ｍ

津倉(佐土原) 測量設計 Ｌ＝200ｍ Ｗ＝4.0ｍ

さぎせ(田野)
農道整備 Ｌ＝50ｍ Ｗ＝4.0ｍ

水路 Ｌ＝40ｍ

麓(田野) 測量設計 Ｌ＝100ｍ Ｗ＝4.0ｍ

深水(高岡) 安全施設工 Ｎ＝1式

城ヶ峰(高岡) 測量設計 Ｌ＝140ｍ Ｗ＝4.0ｍ

事業箇所 概要

島之内四本松(宮崎) 里道舗装 Ｌ＝220ｍ Ｗ＝2.5ｍ

事業箇所 概要

郡司分２(宮崎)
用排水路整備

Ｌ型水路 Ｌ＝160ｍ
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
農地耕作条件改善

事業(農道舗装)

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

41,000

維持管理費の軽減や農業経営の安定のため、農道舗装を行います。

(負担割合 国50％：県10％：市40％)

○事業概要

宮崎 21,000 佐土原 20,000

排水改良事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

19,800

(7,500)

農業生産性の向上に欠かせない効率的な排水機能を確保するため、受益面積

5ha未満の小規模な排水路の改修を行います。

(負担割合 県50％：市20％：地元30％)

○事業概要

かんがい排水事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

4,800

(75,820)

農業生産性の向上に欠かせない安定的な用排水機能を確保するため、受益面

積20ha未満の用排水路やパイプライン等の整備を行います。

(負担割合 県45％：市25％：地元30％)

○事業概要

中心経営体育成支援

基盤整備事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

2,340

(3,600)

農業の持続的発展と営農の効率化・農地の集積化を図るため、地域の中心と

なる経営体が行う生産基盤の整備(改修・新設)に対し、工事費の一部を助成し

ます。

(負担割合 県50％：市40％：地元10％)

○実施要件

・｢人・農地プラン｣に位置付けられた経営体

・1地区当たり1,000千円未満(県補助額)

・農地の集積又は集約化を行おうとするもの

事業箇所 概要

跡江２(宮崎) 農道舗装 Ｌ＝1,040ｍ

天神川(佐土原) 農道舗装 Ｌ＝1,200ｍ

事業箇所 概要

広原上大迫(宮崎) 三面水路1500×1000 Ｌ＝130ｍ

東水流田(宮崎)(エコ関連) Ｕ－Ｉ 500布設替 Ｌ＝103ｍ

西水流田(宮崎)(エコ関連) Ｕ－Ｉ 300布設替 Ｌ＝110ｍ

事業箇所 概要

瓜生野追寄(宮崎)(エコ関連) 用排水路整備 Ｌ＝172ｍ
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業用用排水路等

安全施設整備事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

1,200

農業用ため池での水難事故を防止するため、安全施設の整備を行います。

(負担割合 県30％：市40％：地元30％)

○事業概要

農業水路等

長寿命化・防災減災

事業

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

〈農林建設課〉

91,000

農業経営の安定を図るため、農業施設の整備等を行います。

(負担割合 国50％：市50％)

○事業概要

宮崎 76,000 田野 15,000

農業用河川工作物

応急対策事業

農政部

〈農村整備課〉

10,000

地域住民の安全を図るため、河川堤防決壊のおそれとなる不要となった揚水

施設を撤去します。

(負担割合 国55％：県32％：市13％)

○事業概要

合同事務所推進事業

農政部

〈農村整備課〉

26,858

(26,864)

土地改良区の適切かつ効率的な運営と土地改良事業の円滑な推進を図るた

め、合同事務所等連合会に対して補助金を交付します。

○事業概要

国営関連推進事業

農政部

〈農村整備課〉

1,300

(1,250)

大淀川左右岸地区のダムやダム関連施設の管理を適正に行うため、大淀川左

岸・右岸地区基幹水利施設管理協議会の運営に必要な経費を負担します。

○事業概要

・大淀川左岸地区(負担金 245)

・大淀川右岸地区(負担金 605)

・事務費 (旅費 450)

事業箇所 概要

○新山下池(宮崎) 安全施設 Ｌ＝60ｍ

事業箇所 概要

丑山(宮崎) 堤体改修 Ｎ＝1式

山王迫(宮崎) 洪水吐改修 Ｎ＝1式

サギス(宮崎)(エコ関連) 排水路 Ｌ＝200ｍ

前溝川(宮崎)(エコ関連) 用排水路 Ｌ＝95ｍ

三反田(宮崎)(エコ関連) 廃池(切開) Ｎ＝1式

大手原(田野) 用水路 Ｌ＝32ｍ

栗下(田野) 擁壁 Ａ＝32㎡

事業箇所 概要

檍樋門(宮崎) 測量設計ほか Ｎ＝1式

運営費補助 保険料補助 計

26,316 542 26,858
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
国営関連推進調査

計画事業

農政部

〈農村整備課〉

9,000

国営大淀川左岸地区土地改良事業の未着手地区の整備を行うため、基盤整備

事業の新規採択に必要となる計画概要書等の資料を作成します。

(負担割合 県50％：市50％)

○事業概要

国営造成施設管理

体制整備事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

32,318

(33,357)

国が造成した水利施設の多面的機能を発揮させるため、地域住民を含む組織

化や施設管理の役割分担など管理体制整備に必要な経費を助成します。

(負担割合)

推進活動費 国50％：県25％：市町25％

強化支援費 国50％：県20％：市町30％

○地区別予算

宮崎 31,546 佐土原 772

○事業概要

・大淀川左岸地区(事業費 18,242)

宮崎市、小林市、綾町の2市1町で事業費を受益面積により按分し、大淀

川左岸土地改良区及び大淀川左岸地区管理体制整備推進協議会に補助しま

す。

・大淀川右岸地区(事業費 13,304)

宮崎市が大淀川右岸土地改良区及び大淀川右岸地区管理体制整備推進協議

会に補助します。

・綾川地区(委託料 683)

宮崎市、西都市、国富町、綾町の2市2町で事業費を受益面積により按分

し、代表町の国富町に委託した上で、国富町が綾川総合土地改良区等に補助

します。(事業費 12,090)

・綾川地区(負担金 89)

綾川地区の施設整備、運営等の検討を行う綾川地区施設運営協議会の負担

金を負担します。(事業費 480)

事業箇所 概要

村角(宮崎) 計画概要書作成 Ｎ＝1式

生目(宮崎) 計画概要書作成 Ｎ＝1式

区分 国 県 宮崎市 小林市 綾町

負担額 9,116 3,663 4,313 805 345

区分 国 県 宮崎市

負担額 6,647 2,684 3,973

区分 国 県 宮崎市 西都市 国富町 綾町

負担額 6,015 2,420 683 855 1,639 478

区分 宮崎市 西都市 国富町 綾町 改良区

負担額 89 103 168 72 48
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

基幹水利施設管理

事業

農政部

〈農村整備課〉

47,767

(45,872)

国営大淀川左右岸土地改良事業により造成された、広沢ダム・天神ダム及び

幹線導水路等の基幹水利施設により供給される農業用水が安定して利用できる

ようにするため、各施設の適正な維持管理を行います。

(負担割合 国30％：県30％：市町40％)

○事業概要

・大淀川左岸地区(事業費 20,958)

宮崎市、小林市、綾町の2市1町で市町負担額について受益面積按分によ

り負担し、事業の執行に係る事務を小林市、綾町より受託します。

・大淀川右岸地区(事業費 26,809)

国営左右岸関連

推進事業

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

〈農林建設課〉

271

(248)

国営大淀川左右岸地区土地改良事業の末端関連受益地の整備を推進するた

め、未着手地区で説明会等を開催し、事業化に向けての取組や啓発を行います。

○事業概要

宮崎 154 田野 117

国営施設機能保全

事業

(大淀川右岸地区)

農政部

〈農村整備課〉

80,000

(70,000)

国が行う大淀川右岸地区の国営造成施設(天神ダム、調整池、幹線水路等)の

補修・更新及び濁水対策事業について、事業完了後に市負担分を一括して支払

うため、積立てを行います。

○事業概要

・総事業費 6,280,000千円

・市負担額 709,368千円

・積立期間 平成26年度～平成35年度

国営施設応急対策

事業

(大淀川左岸地区)

農政部

〈農村整備課〉

19,500

(19,500)

国が行う大淀川左岸地区の国営造成施設(広沢ダム、幹線水路等)の補修・更

新事業について、事業完了後に市負担分を一括して支払うため、積立てを行い

ます。

○事業概要

・総事業費 1,640,000千円

・市負担額 133,630千円

・積立期間 平成27年度～平成34年度

区分 国 県 宮崎市 小林市 綾町

負担額 6,257 6,257 6,687 1,230 527

区分 国 県 宮崎市

負担額 8,012 8,012 10,785

事業推進地区 事業費

左岸地区(村角ほか) 154

右岸地区(拾ケ島、七野) 117
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

多面的機能支払

交付金事業

農政部

〈農村整備課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

261,661

(259,780)

宮崎 237,101

清武 24,560

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保全・向上

を図るため、農業者及び非農業者が連携した地域ぐるみの組織による活動を支

援します。

(交付金負担割合 国50％：県25％：市25％)

(事務費負担割合 国100％)

○地区別事業概要

宮崎 134,000 佐土原 39,240 田野 16,307

高岡 47,554 清武 24,560

・農地維持支払

・資源向上支払(共同活動)

・資源向上支払(長寿命化)

・推進交付金(事務費)

地区 地区数 面積(㏊) 交付金 市負担

宮崎 40 2,175 60,100 15,025

佐土原 21 787 22,332 5,583

田野 11 438 10,464 2,616

高岡 18 799 20,300 5,075

清武 9 401 10,299 2,575

計 99 4,600 123,495 30,874

地区 地区数 面積(ha) 交付金 市負担

宮崎 34 1,945 32,061 8,016

佐土原 16 443 6,856 1,714

田野 7 283 3,692 923

高岡 18 799 11,456 2,864

清武 7 361 5,291 1,323

計 82 3,831 59,356 14,840

地区 地区数 面積(ha) 交付金 市負担

宮崎 22 1,053 37,839 9,460

佐土原 10 241 10,052 2,513

田野 4 67 2,151 538

高岡 15 521 15,798 3,950

清武 5 286 8,970 2,243

計 56 2,168 74,810 18,704

地区 消耗品費 印刷費 委託料 計

宮崎 50 50 3,900 4,000
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

県営土地改良事業

負担金

農政部

〈農村整備課〉

89,683

(141,383)

農産物の生産性向上と農業経営の安定、農業用施設周辺の安全かつ良好な居

住環境の確保を図るため、農業生産基盤整備やため池の堤体補強等を行う各種

県営事業について、市負担金を支出します。

あわせて、地元負担分についても、その一部を助成します。

○事業概要

・県営畑地帯総合整備事業 20,221

(負担割合 国50％：県31.7％：市10％：地元8.3％)

宮崎 5,947 田野 3,111 高岡 11,163

・県営経営体育成基盤整備事業 12,200

(負担割合 国50％：県30％：市10％：地元10％)

・県営耕作放棄地解消・発生防止事業 14,900

(負担割合 国50％：県30％：市10％：地元10％)

宮崎 6,800 高岡 8,100

・県営ため池等整備事業 17,997

(負担割合 国55％：県35％：市10％)

宮崎 13,512 佐土原 4,485

・県営湛水防除事業 5,185

(負担割合 国55％：県36.5％：市8.5％)

事業箇所 概要

住吉２期(宮崎) パイプライン工、末端散水施設

桃ノ木原(田野) 測量設計

内山東(高岡) パイプライン工、農道工

事業箇所 概要

村内(田野) パイプライン工

事業箇所 概要

吉野(宮崎) 付帯工、換地処分

中山・花見(高岡) 排水路工、換地処分

事業箇所 概要

仁庄屋池(宮崎) 堤体工

大迫池(宮崎) 堤体工

○新権現新池(宮崎) 測量設計

目引池(宮崎)(エコ関連) 堤体工

○新瓜生野大池(宮崎)(エコ関連) 測量設計

馬越上下池(佐土原) 堤体工

平廻池(佐土原) 堤体工、洪水吐工

○新三百坊池(佐土原) 測量設計

事業箇所 概要

正蓮寺排水機場(宮崎) 機場工、排水路工
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

・県営基幹農道整備事業 9,100

(負担割合 国50％：県40％：市10％)

佐土原 3,000 高岡 6,100

・県営土地改良関連事業積立金 10,080

県営土地改良事業において、耕作放棄地の解消や質の高い農地の利用集積を

行う地区に、農地集積率に応じて助成する事業が設けられ、事業完了後の一括

交付に備えるため、市負担額を年次的に積み立てます。(負担割合 市100％)

宮崎 6,080 田野 4,000

シルバー人材

センター助成事業

観光商工部

〈商業労政課〉

6,886

(7,238)

高齢者の生きがい増進と社会参加の促進に取り組むシルバー人材センターの

健全な運営を支援するため、運営費の補助を行い、高齢者の臨時的かつ短期的

就労機会の確保を図ります。

中小企業退職金

共済加入促進補助

事業

観光商工部

〈商業労政課〉

5,300

(5,300)

中小企業勤労者の福祉の増進や中小企業の振興のため、公的退職金共済制度

に従業員を加入させた事業主に対して掛金の一部を助成し、事業主の負担軽減

と公的退職金制度への加入促進を図ります。

○事業内容

・補助対象者 従業員を中退共や特退共に新規又は追加で加入させ、1人当

たり掛金を5,000円以上納付した事業主

・補 助 額 従業員1人当たり5,000円(1回限り)

青少年プラザ

指定管理料

観光商工部

〈商業労政課〉

263

(260)

指定管理者制度を活用して、勤労青少年の健全育成を図るため、青少年プラ

ザにおいて、教養や資格取得などの各種講座の開催やクラブ活動の支援などを

行います。

○青少年プラザ指定管理

指定管理者 宮崎市社会福祉事業団・シルバー人材センター共同体

指定期間 平成28年4月～平成33年3月

※ 北部老人福祉センターとの複合施設

事業箇所 概要

巨田５期(佐土原) 道路土工

小田元４期(高岡) 道路土工、文化財調査

事業箇所 事業期間 積立予定総額 既積立額 H31積立額

吉野(宮崎) H22～H31 49,680 43,600 6,080

○新桃ノ木原(田野) H30～H35 20,000 - 4,000
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

高齢者就業開拓

推進事業

観光商工部

〈商業労政課〉

5,800

(5,800)

働く意欲のある高齢者が、安心して働ける場を確保するため、シルバー人材

センターが行う、高齢者の就業開拓に取り組む事業を支援し、就業機会の拡大

を図ります。

商工関係団体育成

支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

38,909

(38,606)

宮崎 34,186

清武 4,723

商工団体組織の育成強化を図るため、各商工団体の活動に対して助成し、産

業活性化への取組を推進します。

○事業内容

・商工関係団体育成事業 6,699

・商工会議所及び商工会支援事業 32,000

・佐土原地区安全衛生協議会運営補助 210

事業承継支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

戦略プロジェクト

3,000

(3,000)

地域経済の活性化と雇用の場の確保を図るため、事業承継・Ｍ＆Ａを実施し

ようとする中小企業に対し、費用の一部を助成することで、円滑な事業引き継

ぎを支援します。

○事業内容

・補助対象経費 事業承継の計画策定等費用

Ｍ＆Ａ仲介委託費用

・補 助 率 補助対象経費の1/3(限度額30万円)

創業者及び

移住創業者支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

戦略プロジェクト

5,000

(5,000)

地域経済の発展と雇用の場の創出のため、一定の要件を満たした市内で創業

を予定している者に対し、店舗改修費用や広告宣伝費などの創業費用の一部を

助成し、創業及び移住を促進します。

○事業内容

・補助対象者 産業競争力強化法に基づく特定創業支援等を受けて創業しよ

うとする者

移住して創業しようとする者

・補 助 率 補助対象経費の1/2(限度額20万円、移住の場合は30万円)

地場産業魅力向上

支援事業

(みやざき産業祭)

観光商工部

〈商業労政課〉

750

(750)

商工業を中心とした地場産業の振興と市内中小企業・団体の認知度向上を図

るため、宮崎商工会議所青年部が実施する「みやざき産業祭」に対し、経費の

一部を助成します。

魅力ある

商店街づくり助成

事業

観光商工部

〈商業労政課〉

2,700

(2,700)

商業の振興を図るため、商店街振興組合などの商業団体が設置する共同施設

に係る電気料や街路灯のＬＥＤ化等に伴う工事費などの一部助成を行い、安

全・安心で魅力ある商店街の形成を図ります。

○事業内容

・補助対象経費 ・街路灯等に要する1年間の電気料

・ＬＥＤ化等の工事に要する経費

・補 助 率 ・電気料補助…原則補助対象経費の30％以内

・ＬＥＤ化等補助…原則補助対象経費の15％以内
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

商店街通行量調査

事業

観光商工部

〈商業労政課〉

1,700

(1,500)

商業の振興を図るため、通行量調査を実施することで、中心市街地及びその

周辺の現状把握を行い、中心市街地の活性化等の施策に活用します。

○事業内容

・主要商店街等における通行量調査委託(調査時期：9月予定)

地域のにぎわい創出

支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

8,740

(8,890)

地域活性化を図るため、商工団体等が取り組む「まちづくり活動」に対して

助成し、地域のまちづくり活動に商工団体等が積極的に参加する機運を高めま

す。

○主な補助対象事業

・江平子安観音大祭

・まつり大淀２１

・住吉夏まつり

・おもしろワケあり市

商店街等活性化

対策事業

観光商工部

〈商業労政課〉

8,200

(28,000)

地域経済を活性化させるため、商店街組織や商工団体が主体的に取り組むス

タンプラリーなどの事業に対して助成し、商店街等の基盤強化を図ります。

○事業内容

・事業主体 宮崎市商店街振興組合連合会、宮崎商工会議所、

市内商工会等

・補助率 1/2以内

中心市街地活性化

対策事業

観光商工部

〈商業労政課〉

4,700

(4,480)

中心市街地の活性化を図るため、中心市街地のイベントや情報等の発信拠点

を運営し、来街者の利便性の向上を図ります。

○事業内容

・よってンプラザ運営業務委託

市街地活性化モデル

事業

観光商工部

〈商業労政課〉

1,518

(1,518)

地場産品をＰＲするとともに、中心市街地の回遊性、滞留性を高めるため、

宮崎市、諸塚村の地場産品を直販する橘通２丁目のふるさと物産館「海幸・山

幸」の運営を支援し、中心市街地の活性化、地場産品の販売促進を図ります。

○主なイベント

春の山菜祭り、新茶祭り、ブルーベリー祭り、

ほおずき祭り、秋の大収穫祭、歳末感謝祭 など

光で彩る街並事業

観光商工部

〈商業労政課〉

8,300

(7,500)

中心市街地の夜の景観を向上させ、まちなかの集客力アップを図るため、イ

ルミネーションや提灯等で装飾し、商店街の活性化とにぎわいづくりを支援し

ます。

○事業内容

・商振連、その他商業団体イルミネーション事業補助

・ニシタチ提灯まつり事業補助

・橘通３丁目交差点他イルミネーション設置等業務委託
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざき国際

ストリート音楽祭

開催補助事業

観光商工部

〈商業労政課〉

3,000

(3,000)

中心市街地の活性化を図るため、商業者・ＮＰＯ・ボランティア等の様々な

主体が参画する「みやざき国際ストリート音楽祭」の開催を支援し、中心市街

地のにぎわいを創出します。

○事業内容

・開催日 平成31年4月29日(月)

・場 所 宮崎市中心市街地 橘通り歩行者天国 ほか

・内 容 宮崎国際音楽祭の出演者による演奏

県内外のプロ・アマ演奏家による演奏 ほか

大街市祭等

開催支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

1,200

(1,200)

中心市街地の活性化を図るため、一番街から宮崎駅前までの商店街等の連携

によって開催される大街市祭等の開催を支援し、中心市街地の回遊性や集客の

向上を推進します。

○事業内容

・大街市祭等の開催に係る費用の一部補助

みやざき

創業サポート事業

観光商工部

〈商業労政課〉

戦略プロジェクト

17,000

(17,000)

地域経済の活性化や中心市街地のにぎわいを創出するため、みやざき創業サ

ポート室(愛称「みやざき STARTUP HUB」)を運営し、インキュベーションマネ

ージャー等による創業支援及び経営指導とともに、創業の機運醸成を図るセミ

ナー等の開催を支援し、創業の増加及び雇用の拡大を図ります。

○主な事業内容

・みやざき創業サポート室の運営事業委託

・創業の機運醸成を図るセミナー等の開催支援など

まちなか活性化

プランコンテスト

開催支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

戦略プロジェクト

800

(800)

学生ベンチャーの創出や創業の機運醸成を図り、"マチナカ3000"プロジェク

トを推進するため、学生を中心とした若い世代が地域の課題や強みを分析し、

ビジネスの視点で解決するプランコンテスト等の開催を支援します。

○事業内容

・コンテストやセミナー等の開催に係る費用の助成

まちなか公共空間

活用促進事業

観光商工部

〈商業労政課〉

4,500

(4,500)

市民の財産である｢まちなか｣に関わる人を増やし、多様なつながりやコミュ

ニティがさらに生まれる場とするため、まちなかの道路や公園などの公共空間

を活用してイベント等を実施する個人又は団体に対して、費用の一部を助成し

ます。あわせて、定期的にイベントを実施しながら、公共空間の効果的な活用

方法について検討します。

○事業内容

・イベント等の実施に対する支援

・定期的なイベント実施と公共空間の活用方法等の検討

まちなか活性化推進

組織運営支援事業

観光商工部

〈商業労政課〉

戦略プロジェクト

500

(500)

まちなか活性化推進計画を着実に進めるため、公民連携によるまちづくりを

推進する組織の運営を支援し、計画の進捗管理や企画調整を行い、中心市街地

の機能の充実を図ります。
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

まちなか商業業務

集積推進事業

観光商工部

〈商業労政課〉

戦略プロジェクト

10,000

(12,840)

中心市街地に雇用・就業機能、商業・飲食機能を集積するため、施設整備や

家賃補助、新規雇用者の支援を行い、中心市街地の機能充実を図ります。

○主な事業内容

・空調交換、トイレ改修等の整備費用の一部補助

・家賃、新規雇用者の一部補助

・コワーキングスペースの運営支援

中小企業定例相談

事業

観光商工部

〈商業労政課〉

240

(240)

中小企業が抱える金融対策や経営、法律の問題を軽減、解消するため、宮崎

商工会議所が実施する定例相談会に要する費用を助成し、中小企業の経営の安

定化を図ります。

中小企業信用保証料

助成事業

観光商工部

〈商業労政課〉

69,000

(69,000)

中小企業に対する融資を円滑にするため、信用保証料を助成し、中小企業の

経営の安定化を図り、活発な経済活動を促します。また、創業支援に特化した

融資制度により、創業の支援や雇用の拡大を図ります。

○事業内容

・中小企業信用保証料助成事業 66,000

小規模企業者特別融資、緊急経営支援資金、

中心市街地活性化特別融資 等

・中小企業信用保証料助成事業(創業支援) 3,000 戦略プロジェクト

みやざき企業生産性

向上設備等導入促進

支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

20,000

(30,000)

製造業事業所の経営安定と新たな雇用の場の創出のため、生産性及び付加価

値の向上につながる設備投資に係る費用を助成します。

○事業内容

・設備投資等助成金

生産性や付加価値の向上につながる工作機械等の導入費用の1/2

(上限200万円)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

企業誘致促進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

1,046,100

(386,900)

産業の振興及び雇用の拡大により地域経済の活性化を図るため、企業訪問や

各種展示会への出展等を通じ企業誘致活動を展開するとともに、立地した企業

に対して各種助成金を交付し、企業の立地を促進します。

○事業内容

・企業立地奨励金交付事業 1,040,000

・企業誘致事業 3,900

・県央地区企業立地促進事業 2,200

工業振興事業

観光商工部

〈工業政策課〉

1,899

(2,021)

本市の工業振興を図るため、経営や技術の向上に関する研修等を実施する工

業関係団体を支援します。また、(公財)宮崎県産業振興機構等と連携し、中小

企業の経営革新や技術の高度化を支援します。

○主な事業内容

・工業活性化方策研究補助 700

・溶接技術コンクール開催事業費補助 90

・(公財)宮崎県産業振興機構負担金 156

○新
クリエイティブ

ビジネス促進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

900

市内への産業集積と地場企業の活性化を図るため、クリエイティブ産業と市

内製造業等の連携による域内ビジネスを促進します。

○事業内容

・クリエイティブ産業及び製造業等マッチングイベント

採用ＷＥＢサイト制作に特化したマッチングイベントの開催

・プロジェクト支援

マッチングイベントにより導入された採用ＷＥＢサイト制作費用の

1/2(上限5万円)を助成する。

名称 予算額 内容

立地企業助成金 866,516

投資額の4％(地場企業2％)、新規

雇用者1人当たり30万円、企業立

地促進地区加算、特定集積業種操業

加算を助成

固定資産税助成金 68,715

事業用建物・償却資産の固定資産税

及び都市計画税相当分を3年間助

成(初年度100％、2年目80％、3年

目60％)

事業所税助成金 47,299 事業所税相当分を3年間助成

オフィス等賃借助成金 57,470

事業所の賃借費の1/2(上限100万

円)で 24 か月分(増設の場合：

1/3(上限50万円)で12か月分)を助

成

計 1,040,000
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

中小企業ものづくり

活性化事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

1,500

(1,500)

中小製造業等の生産・開発力を高めるため、市内中小企業者が教育機関又は

公的機関等と連携して、経営改善や技術・製品開発、販路拡大につながる取組

を行う場合に、その経費の一部を助成します。

○事業内容

・対象者 市内の中小企業者等

・支援対象 試験・研究を委託する場合、アドバイザーの派遣を受ける場合、

県外展示会へ出展する場合、知的財産権を取得する場合

・補助額 試験・研究の委託 上限50万円(補助率2/3)

アドバイザー派遣 上限20万円(補助率1/2)

県外展示会への出展 上限20万円(補助率1/2)

産業財産権(知的財産)取得 上限20万円(補助率1/2)

○新
ＩＣＴを活用した

業務効率化促進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

600
地域経済の活性化及び新たな企業の集積を図るため、人手による定型業務を

補完する仕組として、ＩＣＴ(※)を活用した業務効率化を推進し、企業の労働

生産性向上を支援します。

(※)ＩｏＴ(あらゆる機器がインターネットにつながる仕組み)や、

ＲＰＡ(システムによる業務の自動化)といったＩＣＴ技術

○事業内容

・ＩＣＴを活用した業務効率化を周知するセミナーの開催 600

倉岡ニュータウン

業務用地分譲事業

観光商工部

〈工業政策課〉

【宅地造成事業特会】

178,858

(178,858)

住宅団地及び業務用地の複合型団地として開発を行った倉岡ニュータウンに

おいて積極的な企業誘致活動を展開するため、適切な管理等を行い、業務用地

の円滑な分譲を図ります。

○倉岡ニュータウン業務用地の概要

・分譲面積 61,446.29㎡

うち分譲中面積 15,552.06㎡

〈内訳〉有効面積 9,254.12㎡

法面面積 6,297.94㎡

橘通東三丁目再開発

ビル駐車場管理運営

事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

7,240

(6,969)

中心市街地の活性化と交通の円滑化を図るため、再開発ビル「Ｙ・Ｙ ＰＡ

ＲＫ」の管理費の一部を市の持分割合に応じて負担し、官民共同で「Ｙ・Ｙ Ｐ

ＡＲＫ」の管理運営を行います。

○施設概要

・収容台数 428台(うち市所有 285台)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

市営駐車場指定

管理料

都市整備部

〈公園緑地課〉

3,079

(3,050)

市民の利便性向上と交通の円滑化を図るため、指定管理者制度を活用し、市

営駐車場の管理運営を行います。

○事業内容

・指定管理料 3,079

上野町駐車場

指定管理者 (株)ＮＰＫ

指定期間 平成30年4月～平成35年3月

土地改良施設台帳

整備事業

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

812

(840)

土地改良施設(水路、農道等)の適正な維持管理を行うため、所管する土地改

良区が実施する管理台帳の整備に対して助成を行います。

(負担割合 市70％：地元30％)

○事業概要

農業用ため池緊急

防災対策事業

(県補助)

佐土原総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

23,850

(35,200)

宮崎 15,900

清武 7,950

農業用水の確保を図るとともに、豪雨時の調整池や災害時の防災用水として

活用するため、土砂が堆積し貯水能力の低下した池の浚渫を行います。

(負担割合 県50％：市50％)

○事業概要

佐土原 15,900 清武 7,950

団体営ため池等整備

事業

佐土原総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

76,050

(71,850)

宮崎 27,250

清武 48,800

農業用水の安定的供給及び農業生産性の向上、防災機能の向上を図るため、

ため池の整備を行います。

(負担割合 国55％：県33％：市12％)

○事業概要

佐土原 27,250 清武 48,800

対象団体 対象面積

一ツ瀬川筋土地改良区 116ha

事業箇所 概要

山ノ神池 (佐土原) 浚渫 Ｖ＝3,000㎥

相ケ谷池 (佐土原) 浚渫 Ｖ＝3,000㎥

大照寺池 (清武)【新市基本】 浚渫 Ｖ＝3,700㎥

事業箇所 概要

城山池 (佐土原) 堤体工、取水工、洪水吐工

大照寺池 (清武)【新市基本】 提体工、取水工外
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
農業競争力強化基盤

整備事業

田野総合支所

〈農林建設課〉

4,000

国営大淀川右岸地区の供用率を向上させるため、基盤整備事業の新規採択に

必要となる計画概要書等の資料を作成します。

(負担割合 県50％：市50％)

○事業概要

暗渠排水事業

(県補助)

田野総合支所

高岡総合支所

〈農林建設課〉

5,450

(7,000)

農業生産性を向上させるため、暗渠排水を整備し、農地の良好な排水機能を

確保します。

(負担割合 県35％：市35％：地元30％)

○事業概要

田野 1,950 高岡 3,500

基幹農道等維持管理

事業

高岡総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

5,440

(3,840)

宮崎 3,600

清武 1,840

整備済みの基幹農道が市道として供用開始されるまでの間、路肩の除草や舗

装等の維持補修を行います。

(負担割合 市100％)

○事業概要

高岡 3,600 清武 1,840

高岡地区

農産物加工施設

運営支援事業

高岡総合支所

〈農林建設課〉

1,200

(1,200)

農畜産物加工施設利用の利便性を確保するため、施設を運営する事業者に対

し、経費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央農業協同組合

・補助内容 施設の管理運営に係る経費

・補 助 額 1,200千円(定額)

事業箇所 概要

拾ケ島・七野地区 計画概要書作成 Ｎ＝1式

事業箇所 概要

○新七野地区 暗渠排水工 Ｌ＝ 390ｍ

○新飯田地区 暗渠排水工 Ｌ＝1,270ｍ

地区 施工路線数 施工延長 概要

高岡 8路線 Ｌ＝8,088ｍ 除草・舗装補修等

清武 17路線 Ｌ＝13,600ｍ 除草・舗装補修等
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

高岡地区

農業関係施設

補修事業

高岡総合支所

〈農林建設課〉

9,540

(5,230)

質の高い公共施設サービスを継続して提供するため、老朽化が進む農業関係

施設について、メンテナンスや補修、改修を計画的に実施します。

○主な事業内容

・空調改修工事設計業務委託、駐車場舗装工事等

○補修対象施設

・道の駅高岡

耕作放棄地解消・

農地中間管理事業

農業委員会事務局

11,697

(10,391)

国の機構集積支援事業を活用し、農地調査員を雇用することにより、遊休農

地等に関する農地の利用状況調査、利用意向調査及び農地・非農地判断調査な

どの農地法に基づく事務を適正に実施します。

農地利用最適化

推進事業

農業委員会事務局

戦略プロジェクト

2,300

(2,300)

農地利用の最適化に向け、認定農業者等が遊休農地を耕作可能な優良農地に

復元するため、必要な経費の一部を助成するとともに、地域での話し合い活動

を推進します。

○主な事業内容

・他の者が所有する遊休農地を再生するための経費の一部助成

補助率 1/2以内(50千円/10a上限)
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